
 

福知山市民運動場、福知山市民体育館及び北部地域多目的グラウンド   

指定管理者募集要項 

 

  福知山市民運動場、福知山市民体育館及び北部地域多目的グラウンド（以下「市民運動場等」

という。）の管理運営業務を効果的かつ効率的に実施するため、地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第２４４条の２第３項及び福知山市民運動場条例（昭和２４年９月１日福知山市条例第６

５号、以下「運動場条例」という。）第２条、福知山市立体育館条例（昭和４８年４月１日条例第

４号、以下「体育館条例」という。）第３条の規定に基づき、以下のとおり指定管理者の候補者を

募集します。 

 

１ 公募する施設の概要等 

（１）福知山市民運動場 

  ア 所 在 地  福知山市字和久市２３５番地 

  イ 対象施設の概要   

   ア）野球場  １１,３２１㎡、レフト９１ｍ・センター１１８ｍ・ライト９１ｍ、 

          本部席（ＲＣ造平屋建）８６.４㎡、観覧席（ＲＣ造平屋建）９１６.１㎡、 

          倉庫（ＲＣ造平屋建）１３６.３㎡、一塁側ダッグアウト（ＲＣ造平屋建） 

          ３２.５㎡、三塁側ダッグアウト（ＲＣ造平屋建）２２.１㎡、スコアボード 

（鉄骨造４階建）２４０㎡、一塁側トイレ（ＣＢ造平屋建）１４.２㎡、車椅 

子用トイレ（鉄骨造平屋建）６.１㎡、砂置場（ＲＣ造平屋建）１８.０㎡、

トイレ（ＣＢ造平屋建）３４.６㎡   

   イ）弓道場  ３７５㎡（近的６人立、射場の幅１４ｍ、奥行９ｍ、的場の幅１４ｍ、奥行 

 １.８ｍ）、弓道場（木造平屋建）２００.５㎡、矢場（木造平屋建） 

３８.６㎡ 

（２）福知山市民体育館 

  ア 所 在 地  福知山市字和久市２５４番地 

  イ 対象施設の概要 

          鉄筋鉄骨造瓦棒葺一部２階建、延床面積 2,480㎡ 

          バスケットボール２面、バレーボール３面、バドミントン１０面、卓球 

２０面 

（３）北部地域多目的グラウンド 

  ア 所 在 地   福知山市字岩井３番地 

  イ 対象施設の概要  

7,683.35 ㎡ 

（５）施設の利用状況（令和７年度） 

ア 利用者数 

   ア）市民体育館        33,333 人 

   イ）市民運動場野球場     15,211 人 

   ウ）市民運動場弓道場     3,526 人 

   エ）北部地域多目的グラウンド  9,859 人 

イ 利用収入 

   ア）市民体育館利用料   3,404,540 円 

   イ）市民運動場利用料   2,153,690 円 



 

       

   ウ）北部地域多目的グラウンド  利用料 251,840 円 

 

２ 管理運営の基本方針 

施設管理者は、以下の基本方針に基づいて管理運営を行うこととします。 

【基本方針】 

 「各スポーツ施設を有効に活用することにより市民のスポーツ、レクリエーション活動の場を

提供し自らの創意工夫により魅力ある事業を企画・実施し市民の相互交流、余暇活動及び研修の

場を提供します。」 

 

３ 指定管理者が行う管理の基準 

管理運営を行うにあたっての基本的事項は次のとおりです。 

（１）開館日 

運動場条例第６条、体育館条例第６条及び公園条例第６条の２第３項別表第２の規定に基づ

き、次に掲げる休館日を除いた期間とします。 

 ア 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号以下「法」という。）に規定する 

休日の翌日（その日が日曜日と重なる場合は、その翌日）。ただし、北部地域多目的グラ

ウンドは除く。 

 イ 福知山市民運動場、福知山市民体育館：火曜日（その日が法に規定する休日と重なる場 

合は、その翌日） 

 ウ １２月２８日から翌年１月３日まで 

  ただし、指定管理者は、市長の承認を受けて臨時に休館日に開館し、又は休館日以外の日

に休館することができます。 

（２）利用時間 

運動場条例第６条、体育館条例第６条の規定に基づき福知山市民運動場弓道場、福知山市民体

育館は午前９時から午後９時まで、福知山市民運動場野球場は午前９時から午後７時まで、北

部地域多目的グラウンドは午前９時から午後５時までとします。ただし、指定管理者は、市長

の承認を受けて、利用時間を変更することができます。 

（３）個人情報の取扱い 

施設管理者は、管理運営を通じて取得した個人に関する情報を個人情報保護法に基づき取扱

います。 

（４）関係法令等の遵守 

指定管理者は、「市民運動場等」管理運営を行うにあたっては、関係法令、関係条例等を遵守

する必要があります。（消防法、労働安全衛生法等） 

 

４ 指定管理者が行う業務の範囲等 

（１）業務の範囲 

業務の範囲は下記並びに別添「福知山市民運動場、福知山市民体育館及び北部地域多目的グラ

ウンド指定管理者仕様書」のとおりとします。 

なお、部分的な業務の委託については、あらかじめ市の承認を得た上で、他の事業者に委託で

きるものとします。 

ア 本施設の利用に関する業務 

イ 本施設の利用に係る利用料金の徴収に関する業務 



 

ウ 本施設及び設備の維持管理に関する業務 

エ その他、市又は指定管理者が必要と認める業務 

（２）指定管理者と福知山市の責任分担 

指定管理者と市の責任分担は、別添の「福知山市民運動場、福知山市民体育館及び北部地域多

目的グラウンドリスク分担表」によるものとします。ただし、同表に定めのない事項については、

指定管理者と市が協議して定めることとします。 

施設にかかる修繕については、原則、比較的大規模なものは市、小規模なものは指定管理者と

し、その都度、市と指定管理者で協議します。 

  ア 備品修繕・・・１件 50 万円未満は施設管理者、それ以上は福知山市と協議する。 

  イ 施設修繕・・・１件 50 万円未満は施設管理者、それ以上は福知山市と協議する。 

  ウ 事故・災害等による施設等の修繕・・・事案による 

  エ 市有施設の火災保険加入・・・・・・・福知山市 

  オ 施設利用者の被災に対する責任・・・・事案による 

  カ 利用者に係る保険の加入・・・・・・・施設管理者 

 ※施設管理者の責任に関する事項 

  施設管理者の故意・過失、協定書・契約書等に定められた管理を怠ったことによる毀損・ 

滅失は、金額の多寡に関わらず施設管理者が購入、修繕を行うこととします。 

なお、リスク分担表における、施設・設備・備品の損傷について「小規模なもの」とは、 

1 件あたり５０万円未満のものとします。 

（３）自主事業に関すること 

施設管理者の自主的に計画した「自主事業」については、施設管理者の収益とします。施設管

理者の収益に対するインセンティブを高めることで、施設管理者の積極的な事業運営、財務改善

につながります。ひいては、施設のサービスが向上することにより、施設の魅力度アップも図れ

ます。自主事業については、施設の目的や魅力を生かせるものを企画し実施するものとします。 

別添「福知山市民運動場、福知山市民体育館及び北部地域多目的グラウンド指定管理者仕様書 

９ 自主事業 （２）自主事業実施の取扱い エ」の６項目に反しない限りにおいて、施設の一

部を利用した事業を自主事業と認めます。（例：体育館アリーナ部分を使用してのスポーツ教室

など） 

 

５ 指定管理者の指定期間 

指定期間は、令和９年４月１日～令和１４年３月３１日の５年間です。ただし、本市が推進す

る公共施設マネジメントにより、上記期間を変更する場合があります。この期間は、議会議決後、

正式に指定期間となります。 

 

６ 利用料金収入 

市民運動場等を利用する者が納付する利用料金は、指定管理者の収入となります。また、この

利用料金の額は、運動場条例、体育館条例で定める額の範囲内において、市長の承認を受けて指

定管理者が定めます。 

 

７ 指定管理料 

市民運動場等の業務にかかるすべての経費は、利用料金収入及び福知山市が支払う指定管理

料並びにその他の収入をもって充てるものとします。 

福知山市が支払う指定管理料は、「４ 指定管理者が行う業務の範囲等」で示した市民運動場



 

等の管理運営に要する経費から利用料金収入の見込額を差し引いた額を、毎年度の予算の範囲

内において、指定管理者に指定管理料として支払います。 

指定管理者候補者を選定する際の判断基準とするため、市があらかじめ設定した指定管理料

限度額を基準に指定管理料の提案額に基づき決定し、支払方法等は、協議の上、年度ごとに協定

で定めることとします。 

（市民運動場等指定管理料の限度額（消費税及び地方消費税を含む）は、以下のとおりとする） 

1 年目 １９，６９４，０６７円 

2 年目 １９，６９４，０６７円 

3 年目 １９，６９４，０６７円 

4 年目 １９，６９４，０６７円 

5 年目 １９，６９４，０６７円 

   なお、指定管理期間中に賃金水準及び物価水準の変動、並びにその他のやむをえない事由に

より当初合意された指定管理料を変更する場合があります。 

 

８ 応募者の資格等 

（１）応募者の資格 

応募者の資格は、指定管理の期間中、安全円滑に施設を管理運営し、かつ市民の健康と体力

づくりを目的とする市民運動場等の設置目的をより効果的・効率的に達成するためにスポー

ツ団体と連携をとり、市民のスポーツ振興を図ることができる福知山市内に主たる事務所を

置く又置こうとする法人（指定管理者決定後、支店並びに営業所の設置）、その他の団体であ

って、次のいずれにも該当しないものとします。なお、個人での応募はできません。 

ア 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当するもの 

イ 福知山市から指名停止措置を受けているもの 

ウ 市税、法人税、消費税等を滞納しているもの 

エ 会社更生法(平成１４年法律第１５４号)、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）等に

よる手続きを行っているもの 

オ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第 2条第 2項

に規定する暴力団及びその利益となる活動を行うもの 

カ 指定管理者の責に帰すべき事由により、2年以内に指定の取消を受けたもの 

キ 2 年以内に労働基準監督署から是正勧告を受けたもの（仮に受けた場合には、必要な措置

の実施について労働基準監督署に報告済みである場合を除く） 

ク 当該施設の管理運営に不可欠な資格等を有していないもの 

（２）応募者の形態 

ア 複数の団体がグループ（共同事業体）（以下「グループ」という。）を構成して応募する場

合（以下「グループ応募」という。）は、代表団体を定めてください。この場合、代表団体

は、福知山市内に主たる事務所を置く又は置こうとする法人その他の団体で、グループにお

ける責任割合が最大であることが必要です。 

イ グループは応募時にグループ構成や役割分担、代表者への委任等を定めたグループの協

定書の写しの提出が必要です。 

ウ 指定管理者の候補者が新たに法人を設立する場合には、指定管理者の候補者の選定後に

当該法人の登記事項証明書（又は登記簿謄本）又は法務局登記官の受領証を提出してくださ

い。 

（３）応募の制限 



 

ア 応募１団体又はグループにつき、申請は１件とします。 

イ 単独で応募した団体はグループ応募の構成員となること及びグループ応募の構成員であ

る団体が他のグループ応募の構成員となることは、できません。 

（４）応募書類 

市民運動場等指定管理者指定の申請には以下の書類を提出してください。ただし、提出書類

は、Ａ４サイズ縦長、横書きとします。 

① 指定管理者指定申請書（様式 1） 

② グループ構成員表（様式 2）（グループ応募の場合のみ必要） 

③ 事業計画書 

ア 管理運営にあたっての基本方針（様式３－１） 

イ 指定期間中の収支計画に関する事項（様式３－２） 

ウ 管理運営の内容に関する事項（様式３－３・４・５・６） 

④ 収支計画書（様式４） 

⑤ 実施体制表（様式５） 

⑥ グループ応募の場合における各団体の役割、責任分担に関する事項（様式６） 

⑦ 団体の概要（様式７） 

各項目について、条例、規則、本要項、別添「市民運動場等指定管理者仕様書」等を参照のう

え、作成・提出してください。市が定める評価指標及び目標値を達成するための取り組みを具体

的に記載してください。 

（５）付属書類 

ア グループの協定書の写し（グループ構成や役割分担、代表者への委任等を定めたもの） 

イ 定款又は寄附行為（法人以外の団体にあってはこれに類するもの） 

ウ 法人の登記事項証明書あるいは登記簿謄本及び印鑑証明書（申請日の３ケ月以内に取得

したもの） 

エ 役員の名簿 

オ 事業（営業）報告書（直近のもの） 

申請者の活動等に関する実績及び実施計画の内容がわかるもの 

カ 貸借対照表、損益計算書（又は収支計算書）最近の予算及び決算等経営の規模及び状況が

わかるもの（直近３年間） 

キ 市税・法人税の納税証明書、消費税の滞納がない証明書（直近３年間） 

ク その他、市長が必要と認める書類 

（６）提出部数  15 部（正本 1部、副本 14 部） 

（７）留意事項 

ア 必要に応じ、追加資料の提出をお願いすることがあります。 

イ グループ応募の場合には、構成員ごとに（５）の付属書類を作成してください。 

ウ 提出された書類に虚偽又は不正があった場合は失格とします。 

エ 提出された書類の内容を変更することはできません。 

オ 提出された書類は返却しません。 

カ 応募に要する費用は、申請者の負担とします。 

キ 指定申請書提出後に辞退する場合は、辞退届（様式８）を提出してください。 

ク 提出された応募書類は、福知山市情報公開条例に基づく情報公開の請求により開示する

場合があります。 

 



 

９ 応募の手続き 

（１）応募書類の提出方法 

応募書類の提出は持参又は郵送（ただし、配達記録の残る方法とする）とします。 

（２）応募書類の提出場所 

福知山市市民生活部文化・スポーツ振興室 スポーツ振興係 

〒620- 8501 福知山市字内記１３番地の１ 

TEL   ０７７３－２４－７０６９ 

FAX   ０７７３－２３－６５３７ 

E-mail bunspo■city.fukuchiyama.lg.jp （■は@と読み替えてください。） 

（３）応募期間 

令和 8年 9月 11 日（金）から令和 8年 10 月 9 日（金） 

（４）留意事項 

ア 応募書類の窓口受付時間は、平日の午前 8 時 30 分から午後 5 時 15 分までとします。 

イ 現地説明会 

日時・・令和 8年 9月 25 日（金） 午前 10 時から 

場所・・福知山市民体育館 

※現地説明会は任意参加とします。参加を希望される場合は、令和 8年 9月 17 日（木）

午後 3 時までに電話にて予約をしてください。予約のない場合は、説明会は実施しませ

ん。 

ウ 募集に関する質問は、質問書（様式９）により行ってください。郵送、ファックス及び  

メールも可とします。なお、電話又は口頭による質問は受け付けません。 

  

１０ 指定管理者の候補者の選定 

（１）指定管理者の候補者の選定は、市長が行います。 

（２）応募者の審査は、福知山市が設置する指定管理者選定等委員会が、規則で定める選定の基準

に照らし、事業計画書等の内容により、本要項、及び次に掲げる事項を考慮して、総合的に判

断します（別添の市民運動場等指定管理者候補者選定基準を参照）。 

ア 施設の適切な維持管理を図ることができるものであること 

ア） 魅力ある施設運営を目指すための運営方針･サービス提供･効率的な管理 

イ 公の施設の効用を最大限に発揮し、経費の縮減が図られること 

ア） 管理に係る経費の縮減 

イ） 施設の効用の最大限の発揮 

ウ） 使用者の平等な利用の確保 

エ） 施設の適切な維持及び管理 

オ） 施設の安全管理 

ウ 公の施設の管理を行う安定した人員、資産その他の経営の規模及び能力を有すること 

ア） 人員･資産 

イ） 団体概要 

ウ） その他の経営規模及び能力 

（３）審査は、提出された事業計画書等に基づき申請者へのヒアリングを行った後、審査を行いま

す。 

審査の結果は、選定後に文書で通知します。 
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１１ 指定管理者の候補者選定後の手続等 

（１）候補者との協議 

優先交渉権者と管理運営の業務の細目について協議を行います。 

市は必要に応じて優先交渉権者の提案に対し、提案内容の趣旨を変更しない範囲において修 

正を求めることができることとし、優先交渉権者はこの求めに対し協議に応じなければなりま

せん。 

優先交渉権者と協議が整わない場合は、選定委員会において次点となった応募者を施設管理 

者の優先交渉権者として協議を行います。 

（２）指定管理者との協定締結 

施設管理者の指定に関する事項について、議会で議決を経て施設管理者として指定するとと

もに、管理期間における基本的な事項を定めた「基本協定」及び年度ごと（４月１日から翌年３

月３１日まで）に締結する「年度協定」を締結します。 

 

１２ 消費税の適格請求書等保存方式（インボイス制度）に関して 

令和 5年 10 月 1 日導入の消費税の適格請求書等保存方式（インボイス制度）において、施設

管理者も適格請求書（インボイス）の発行事業者の登録が必要となります。また、適格請求書（イ

ンボイス）の発行に伴い、発行したインボイスの保存等の新たな事務も発生します。消費税の適

格請求書等保存方式（インボイス制度）の詳細は、国税庁ホームページの「インボイス制度」を

ご覧ください。 

 

１３ 留意事項 

（１）優先交渉権者については、議会議決後、市ホームページにより選定結果を公表します。また

開示請求があった場合、条例等に基づいて議事概要を開示することがありますので、ご承知のう

え応募してください。 

（２）施設管理者は、「福知山市の施設に係る施設管理者の指定手続等に関する条例」第６条１項

に従い、施設管理者の指定を取消されたり、又は期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部の

停止を命じられることがあります。したがって、施設管理者が施設管理者としての業務を開始す

る前においても、財務状況の悪化又は社会的信用を著しく損なう等により事業の履行が確実で

ないと認められるときは、協定を締結しない又は協定を解除することがあります。 

（３）施設管理者の指定を取り消し、協定の解除等を行った場合、施設管理者に対して違約金及び、

損害賠償の請求を行います。 

違約金等の詳細については、基本協定で定めます。 

（４）市民体育館については、福知山市スポーツ推進計画において長田野公園体育館と統合した新

たな体育館の整備に向けて検討し、新たな施設が完成するまでの間は維持、管理に努めることと

しているので、国費等の補助金・交付金による施設改良はできません。  



 

（様式1） 
 

年  月  日   

   福知山市長 様 

申請者 所 在 地            

団体の名称            

代 表 者 名             印   

指 定 管 理 者 指 定 申 請 書                

 福知山市公の施設に係る指定管理者の指定を受けたいので、関係書類を添えて申込みます。 

記 

１ 施設の名称及び所在地 

施設の名称  

施設の所在地  

２ 添付書類 

(１) 事業計画書 

(２) 当該団体の定款、寄附行為、規約その他これらに類する書類 

(３) 法人にあっては、当該法人の登記事項証明書 

(４) 申請書を提出する日の属する事業年度の収支予算書及び事業計画書並びに前事業年度の

収支計算書及び事業報告書 

(５) 当該公の施設の管理に関する業務の収支計算書 

(６) その他市長が必要と認める書類 

 

  



 

（様式２) 

グループ構成員表 
 

グループ名                                                                      

 

 

（代表となる団体） 

 

主たる事務所の所在地                                                            

 

団体の名称                                                                   ㊞ 

 

代表者の氏名                                                                 ㊞ 

 

（構成員） 

 

主たる事務所の所在地                                                            

 

団体の名称                                                                   ㊞ 

 

代表者の氏名                                                                 ㊞ 

 

（構成員） 

 

主たる事務所の所在地                                                            

 

団体の名称                                                                   ㊞ 

 

代表者の氏名                                                                 ㊞ 

 

  



 

（様式３－１） 

事  業  計  画  書 
①管理運営にあたっての基本方針 

    魅力ある施設運営を目指すための運営方針・サービス提供・効率的な管理の考え方

について 

（ア）管理運営の基本的な考え方 

    定款、寄附行為、規約の目的・事業内容等を踏まえて記載して下さい。 

 

 

 

（イ）管理運営に関する提案 

    施設利用、再委託の内容などについて記載して下さい。 

 

※欄が不足する場合には、適宜各欄を広げるか複数ページにして記載する。 

 

  



 

（様式３－２） 

②指定期間中の収支計画に関する事項 

    指定期間中における管理運営に係る収支計画を記載して下さい。 

 

 

 

年度 

            収 

 

（千円) 

    入 支    出 

その内、市からの 

指定管理料 

 

（千円） 

令和  年度    

令和  年度    

令和  年度    

令和  年度    

令和  年度    

※欄が不足する場合には、適宜各欄を広げるか複数ページにして記載する。 

 

  



 

（様式３－３） 
（ウ）施設の利用促進 

    利用者の増加を図るための具体的な手法及び期待される効果について記載して下さい。 

 

 

 

（エ）利用施設の運営 

    受付、承認、徴収、職員体制等についての考え方を記載して下さい。 

 

※欄が不足する場合には、適宜各欄を広げるか複数ページにして記載する。 

 

  



 

（様式３－４） 
（オ）平等な利用の確保 

    公の施設として利用者への平等な対応の方策について記載して下さい。（障害のある

方への配慮・対応など） 

 

 

 

（カ）個人情報保護 

    個人情報保護の方法について記載して下さい。 

 

※欄が不足する場合には、適宜各欄を広げるか複数ページにして記載する。 

 

  



 

（様式３－５） 
（キ）職員の研修計画（人権研修を含む) 

    施設管理に従事する職員への教育、研修計画等について記載して下さい。 

 

 

 

（ク）事業の遂行力 

    安定した管理運営を行なうため必要な経理的基盤(金融機関、出資者の支援体制）等

について記載して下さい。 

 

※欄が不足する場合には、適宜各欄を広げるか複数ページにして記載する。 

 

  



 

（様式３－６） 
（ケ）苦情処理の対応方策 

    利用者等から苦情処理の対応について記載して下さい。 

 

 

 

（コ）事故発生等での対応方策 

    危険行為・事故発生時の対応・避難誘導体制・防火訓練の計画・災害時の対応等に

ついて記載して下さい。 

 

※欄が不足する場合には、適宜各欄を広げるか複数ページにして記載する。 

 

  



 

（様式４） 

収  支  計  画  書 
(単位:千円) 

収

入

項

目 

 年度 年度 年度 年度 年度 備考 

指定管理料       

利用料金収入       

       

収入合計       

 

 

 

 

支

出

項

目 

人件費       

設備管理費       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

支出合計       

収入合計－支出合計       

  ※ 各年度における各年度の収支予算を主な収入項目に区分して示すこと。 

  ※ 消費税及び地方消費税を含んだ金額を記載すること。 

  ※ 積算内訳を別紙(様式は自由。ただし、Ａ４・横書)に示すこと｡ 

 

  



 

（様式５） 

実 施 体 制 表 
（組織図） 

 

 

（組織人員一覧表) 

役職・職種 担当業務 
能力・資格 

実務経験年数等 
雇用形態 

雇用者の 

確保方策 
備考 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

※雇用形態欄には、常勤・臨時･嘱託等の別を記載する。 

※雇用者の確保方策欄には、申請者がすでに雇用している者（雇用済み）又は、今後雇用を

予定するもの（予定）の別、その目途を記載する。 

※備考欄には、勤務体制（勤務時間・休日設定）を記載する、（別紙可） 

※欄が不足する場合には、適宜各欄を広げるか複数ページにして記載する。 

 

  



 

（様式６） 

グループ応募  役割分担・責任分担 
グループ応募の場合における各団体の役割、責任分担に関する事項 

 

 

  



 

（様式７） 

団  体  の  概  要 

団 体 の 種 別 

□財団法人       □社団法人      □ＮＰＯ法人 

□株式会社       □有限会社      □合資会社 

□その他の法人（                                      ） 

□その他の団体（                                      ） 

団 体 の 名 称 

 

 

 

団 体 の 所 在 地 

 

 

 

設 立 年 月 日 

 

 

 

資本金又は資本財産 

 

千円 

 

社 員 （ 職 員 ） 

 

人 

 

実        績 

類似業務の運営実績（施設名称、面積、管理運営概要、期間）

などについて記載すること。 

※「団体の種別」欄では、該当するものにチェックする。 

※「社員・職員（数）」は、申請時の人数を記載する。 

※ 欄が不足する場合は、複数ページにして記載する。 

※ 会社概要等がある場合は、添付する。 

  



 

（様式８） 

辞    退    届 
  令和    年    月    日付けで、指定管理者申請書を提出しましたが、次の理由に

より辞退します。 

 

令和    年    月    日 

 

 

（申請者） 

 

主たる事務所の所在地                                                            

 

団体の名称                                                                   ㊞ 

 

代表者の氏名                                                                 ㊞ 

 

(辞退の理由) 

 

 

  



 

（様式９） 

募集に関する質問書 

 
令和    年    月    日 

 

 

（申請者） 

 

主たる事務所の所在地                                                            

 

団体の名称                                                                      

 

代表者の氏名                                                                ㊞  

 

(質問の内容) 

 

 

 


